
「北海道酪農の状況」について

「 2 0 2 2 年 度 生乳 取 扱 者 技術 講 習 会 」資料
令 和 ４ 年 ９ 月 2 7 日

北海道 農政部
生産振興局 畜産振興課



○ 令和２年（2020年）の北海道の農業産出額は１兆2,667億円で全国（８兆9,557億円）の14.1％。
○ このうち畜産の産出額は7,337億円と全体の57.9％を占め、乳業・食品加工業や生産資材産業など裾野の

広い関連産業とともに地域の雇用や経済を支える重要な基幹産業。
○ 全国の畜産の農業産出額（3兆2,279億円）のうち本道の産出額は22.7％（7,337億円）で、国内最大の生産地。

このうち乳用牛が4,983億円と畜産全体の67.9％。

酪農・畜産の位置付け

資料：農林水産省「生産農業所得統計」
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H2 H7 H12 H17 H22 H27 H30 R1 R2 R3

飼養頭数 847,400882,900866,900857,500826,800792,400790,900801,000820,900829,900

乳用牛飼養戸数 15,000 11,900 9,950 8,830 7,690 6,680 6,140 5,970 5,840 5,710

頭数/戸 56.5 74.2 87.1 97.1 107.5 118.6 128.8 134.2 140.6 145.3
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○ 乳用牛の飼養戸数は、令和３年（2021年）２月１日現在、前年比２．２％減の5,710戸（H２年対比38.１％）。
○ 飼養頭数は、平成30年（2018年）から増加に転じ、前年比１.１％増の829,900頭（H２年対比97.9％）、１戸当たり

飼養頭数は145.3頭（H２年対比257.2％）。
○ 令和３年度（202１年度）の生乳生産量は、経産牛頭数や一頭当たり乳量が増えたことなどにより、前年比

103.6％の431万トン。
○ 北海道の生乳生産量の全国に占める割合は年々増加し、平成22年度（2010年度）には過半を超え、令和３年

度（2021年度）は約56.4％。

資料：農林水産省「畜産統計」（各年２月１日） 資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」、「畜産統計」 、北海道農政部調べ

乳用牛飼養状況と生乳生産量の推移

２

H27～
畜産クラスター事業実施

千ｔ 全国、北海道、都府県の生乳生産量の推移
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区　分 H2 H7 H12 H17 H22 H27 H30 H31 R2 R3年度

全国（千トン） 8,203 8,467 8,415 8,293 7,631 7,407 7,282 7,362 7,438 7,646

北海道(千トン) 3,086 3,472 3,622 3,883 3,897 3,900 3,967 4,092 4,154 4,311

北海道のシェア 37.6% 41.0% 43.0% 46.8% 51.1% 52.7% 54.5% 55.6% 55.8% 56.4%

生乳出荷戸数 12,679 10,490 8,988 7,909 6,974 5,945 5,481 5,308 5,203 －

生産量／戸数(トン) 243 331 403 491 559 656 724 771 798 －



30年度
令和

元年度
２年度 ３年度

４年度
（4-6月)

飲用牛乳等
3,567 

(＋0.9)

3,568 

(＋0.0)

3,584 

(＋0.4)
3,579

（▲0.1）

906 

(▲0.9)

牛乳
3,154 

(＋1.9)

3,159 

(＋0.1)

3,195 

(＋1.2)
3,197

（＋0.1）

811

（▲1.0）

加工乳・
成分調整牛乳
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(▲6.4)

410 

(▲0.7)

389 

(▲5.1)
382

（▲1.6）

95

（＋0.1）

乳飲料
1,121 

(▲3.9)

1,140 

(＋1.7)

1,094 

(▲4.0)
1,054

（▲3.6）

268

（▲2.1）

はっ酵乳
1,063 

(▲1.1)

1,033 

(▲2.8)

1,053 

(＋1.9)
1,025

（▲2.7）

249

（▲7.7）
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736 (
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743 (
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765 (

＋2.9)

198 (
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397 (
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409 (

＋3.1)

416 (
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431 (
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111 (
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都府県
332 

(▲1.6)

327 

(▲1.3)

327 (

＋0.1)

334 (

＋1.8)

87 

(▲0.1)

牛乳等向け処理量
401 (

＋0.6)

400 

(▲0.2)

403 (

＋0.9)

400 

(▲0.9)

102 

(▲1.2)

乳製品向け処理量
323 

(▲0.8)

332 (

＋2.8)

335 (

＋1.0)

360 (

＋7.3)

95 (

＋4.1)

うち脱脂粉乳･
バター等向け

148

(－)

159

(＋7.4)

170

(＋6.3)

186

(＋10.0)

51

(＋5.5)

うちチーズ向け
40

(－)

40 (

＋0.2)

41 (

＋2.4)
44

（＋5.7）

12 (

＋4.0)

うち生クリーム等向け
127

(－)

125 

(▲1.6)

119 

(▲4.1)
125

（＋4.3）

31 (

＋1.9)

単位：万トン、％ 単位：千キロリットル、％

資料：農林水産省｢牛乳乳製品統計｣

生乳の生産量及び用途別処理量の推移 牛乳等の生産量の推移

資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」､ （独）農畜産業振興機構「販売生乳数量等（速報）」
※  生 クリーム等向けは、生クリーム・脱脂濃縮乳・濃縮乳に仕向けられたものをいう。
※ 令和３年度および令和４年度の数値は速報値。

※  平成30年度の脱脂粉乳・バター等向け、チーズ向け及び生クリーム等向けは、補給金交付対象の変更により、前年度の数値と接続しないため、対前年度比は掲載しない。

◼生乳の生産量は、平成28年度以降、頭数の減少などにより減少傾向で推移してきたが、令和元年度に増加に転じ、令和３年度は北海道の生産量

が前年度比＋3.7％、都府県が＋1.8％増加したことにより、全体で＋2.9％増加。

◼ 令和４年度（4-6月）の用途別処理量は、牛乳等向けは前年度比▲1.2％の減少、乳製品向けは同＋4.1％の増加。

◼ 令和４年度（4-6月）の牛乳等の生産量は、飲用牛乳等は前年度比▲0.9％、乳飲料は同▲2.1％、はっ酵乳は▲7.7％の減少。

最近の生乳の生産・処理状況

３
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生乳生産量の推移（全道）
（十万頭）

資料：ホクレン生乳受託乳量、Ｊミルク調べ

２歳以上雌牛頭数

１日当たり生乳生産量（北海道・ホクレン）

令和４年度生乳生産目標 ＝令和３年度生乳生産目標×１０１％
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生乳生産量の推移（地域）

５

資料：ホクレン生乳受託乳量
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農協別生乳受託数量(十勝)

十勝清水町 鹿追町 上士幌町 大樹町
士幌町 豊頃町 忠類 広尾町
新得町 音更町 中札内村 足寄町
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きたみらい 湧別町
えんゆう 佐呂間町
オホーツク網走 小清水町
清里町 津別町

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 R元年度 R２年度 R3年度

農協別生乳受託数量(道北)

北宗谷 東宗谷 るもい
宗谷南 北はるか ふらの
幌延町 美瑛町 北ひびき
稚内 道北なよろ 上川中央
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農協別生乳受託数量(道央)

ようてい 道央 いわみざわ
そらち南 札幌市 たきかわ
きたそらち 新砂川 新おたる
余市町 北いぶき きょうわ



生乳生産量の推移（全道）

６資料：ホクレン生乳受託乳量

農協名 R3年度

1 道東あさひ 379,206

2 標茶町 166,550

3 中標津町 153,146

4 十勝清水町 148,936

5 上士幌町 137,245

6 中春別 129,987

7 鹿追町 121,560

8 大樹町 120,964

9 標津町 112,032

10 オホーツクはまなす 111,601

11 北オホーツク 110,321

12 釧路丹頂 109,871

13 士幌町 101,967

14 北宗谷 101,713

15 浜中町 95,356

16 計根別 94,740

17 東宗谷

中頓別町

18 きたみらい 90,700

19 えんゆう 80,967

20 湧別町 73,845

21 豊頃町 73,203

22 釧路太田 68,156

23 広尾町 66,175

24 忠類 65,555

25 るもい

天塩町

オロロン

苫前町

26 宗谷南 58,615

27 摩周湖 58,374

28 新函館 58,144

29 浦幌町 55,832

30 佐呂間町 51,397

31 音更町 49,220

32 新得町 48,280

33 中札内村 45,810

34 阿寒 45,085

35 本別町 44,855

36 足寄町 44,389

37 オホーツク網走 41,959

38 陸別町 41,890

39 北はるか 39,082

40 ふらの 37,808

41 帯広川西 34,706

42 芽室町 34,430

43 幌延町 33,026

44 美瑛町 33,001

45 稚内 30,318

46 北ひびき 29,107

64,129

93,960

47 更別村 26,492

48 小清水町 21,801

49 幕別町 21,236

50 ようてい 19,208

51 道央 18,877

52 十勝池田町

十勝高島

53 帯広大正 15,785

54 道北なよろ 15,243

55 門別町 15,178

56 とまこまい広域 14,312

57 新冠町 12,024

58 伊達市 11,807

59 清里町 10,293

60 びらとり 8,284

61 とうや湖 8,052

62 美幌町 7,974

63 斜里町 7,707

64 東神楽 7,665

65 上川中央 7,503

66 津別町 7,211

67 札内 6,096

68 今金町 5,723

69 北桧山町 4,981

70 浜中酪 4,714

71 そらち南 4,301

72 いわみざわ 4,207

73 常呂町 4,021

74 女満別町 3,850

75 しずない 3,603

76 木野 3,075

77 きたそらち 2,696

78 みついし 2,673

79 たいせつ 2,647

80 札幌市 2,576

81 たきかわ 2,514

82 ひだか東 2,317

83 新砂川 1,954

84 洞爺清往酪 1,792

85 新おたる 1,420

86 鵡川 1,245

87 あさひかわ 1,145

88 北いぶき 943

89 余市町 892

90 きょうわ 713

91 ながぬま 496

92 南幌町 386

93 月形町 372

94 ピンネ 297

95 比布町 142

96 旭富酪 0

17,955



○ 本道酪農の生産性向上を図るためには、牛群検定及び後代検定による乳牛の遺伝的改良は不可欠。
○ 牛群検定事業の検定農家普及率は、68.3％。検定牛普及率は、75.5％。
○ 経産牛１頭当たりの乳量は、牛群検定加入農家で9,878kgと北海道平均（8,943kg）を上回って推移。

乳用牛の改良

資料：乳検農家乳量は（公社)北海道酪農検定検査協会年間検定成績、
北海道平均は農林水産省「畜産統計」・「牛乳乳製品統計」より推計

７

検定組合数(組合) 加入戸数(戸) 加入頭数(頭)

98
3,788

(68.3％)
354,974
(75.5％)

■乳用牛群検定事業の実施状況

資料：（一社）家畜改良事業団調べ(R３年度末現在)

注：( )は、成畜（雌牛）飼養戸数及び経産牛頭数に対する普及率

乳用牛改良（牛群検定・後代検定）体制

H2 7 12 17 22 28 29 30 R1 R2

乳検農家平均（暦年） 7,447 8,040 8,336 8,669 8,853 9,502 9,439 9,626 9,734 9,878

北海道平均（年度） 6,700 7,195 7,380 7,931 8,046 8,394 8,518 8,568 8,854 8,943
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kg 経産牛1頭当たり乳量の推移



牛乳・乳製品の需給構造

○ 我が国の牛乳乳製品の総供給量は、生乳換算で1,234万トン。うち国産765万トン、輸入469万トン。
○ 北海道は、国内生産量の５割以上を生産。道内生産量の約２割は飲用牛乳等向け（このうち約９割は都府県

へ移出）、約８割は脱脂粉乳・バター向けなど乳製品向け。
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【牛乳・乳製品の需給構造（令和３年度）】

うち 生乳移出量49万トン、
飲用牛乳等出荷量42万トン

62
％

38
％

(

56
％)

(

44
％)

内訳 ・チーズ 361万トン
・その他 (アイスクリーム等) 57万トン
・学校給食用脱脂粉乳 等 38万トン
・バター・ホエイ 等 13万トン



○ 国内総需要量は、1,234万トン（対前年99％）と近年減少傾向で推移。
○ 令和３年度(2021年度)の全国の生乳生産量765万トンのうち、約５割が飲用牛乳等に仕向けられるため、

その消費動向が全体需給に大きく影響。
○ 北海道の生乳生産量431万トンのうち、乳製品向けが約８割を占めている。
○ チーズを中心とする輸入乳製品の割合は、生乳換算で469万トンとなった。

生乳等の需給の推移

0

5,000

10,000

15,000

H３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 R3

（単位：千ｔ） 国内の牛乳乳製品需要動向と乳製品輸入量の推移について（生乳換算）
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（万トン） 乳製品の在庫量

供給

（注）在庫量は年度末の数値。
（）は前年同期からの在庫の増減（千トン）

（6月末）

◼生乳需給について、これまでは国内生乳生産量の減少によりひっ迫傾向で推移しており、輸入により需要を賄ってきたところであったが、令和元

年度に生乳生産量が増加に転じたところ。

◼令和２年度に、新型コロナの感染拡大に伴う学校の休校や業務用需要の減少等により、生乳を保存の利くバター・脱脂粉乳等向けに仕向けて

きたことから消費量に対して生産量が大幅に増加し、在庫量も前年同期に比べ増加。令和３年度も生乳需給が緩和傾向で推移したこと等から、

在庫量は前年同期に比べ増加。

◼ 直近の令和４年度（6月末）の在庫量については、脱脂粉乳については消費が低調に推移していることから前年同期に比べ増加した一方で、

バターは需要の回復がみられており前年同期に比べ減少。

 生乳の需要と供給

（▲0.5）

（＋13.7）
＜脱脂粉乳＞

期末最高
バター在庫量

脱脂粉乳在庫量

生乳需給と脱脂粉乳、バターの在庫量等の推移
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全国協調の酪農乳業乳製品在庫調整特別対策事業

○ 新型コロナの影響により、業務用需要が低迷し、長期保存が可能な脱脂粉乳等の在庫が積み上がっている
ことから、全国の生産者団体と乳業メーカーの拠出により、基金を造成し、脱脂粉乳の在庫削減対策（25千㌧）
の実施に対して、国は、令和４年度ＡＬＩＣ事業で支援措置（28.3億円）。

11



■雪印ﾒｸﾞﾐﾙｸ（株）大樹工場
・ チーズ等

■雪印ﾒｸﾞﾐﾙｸ（株）なかしべつ工場
・ チーズ等

道 南

7万トン

■札幌近郊では飲用牛乳
の製造工場が集中

雪印ﾒｸﾞﾐﾙｸ（株）札幌工場、
新札幌乳業（株）、
（株）ミルクの郷、
北海道保証牛乳（株）、
（株）北海道酪農公社、
倉島乳業（株）等多くの工場が立地

■（株）明治 十勝工場

・ チーズ、生クリー
ム、

脱脂濃縮乳等

■雪印ﾒｸﾞﾐﾙｸ（株）幌延工場
・ 脱脂粉乳、バター

■（株）明治 稚内工場
・ 脱脂粉乳、バター、脱脂濃縮乳

■よつ葉乳業（株） 北見工場
・ 脱脂粉乳、バター等

道内の乳業工場

○ 道内には、数多くの乳業工場（大手４社：18工場、その他：277工場 ※令和３年度末時点）が立地。
○ 道東・道北の酪農主産地には、バター、脱脂粉乳、チーズ、生クリーム等の乳製品を製造する大規模工場

が立地しており、札幌や旭川、函館、帯広等の都市近郊には飲用牛乳を製造する工場が立地。
○ ほくれん丸等による生乳の道外移出も行われており、令和３年度(2021年度)は約39万トンを移出。

■（株）明治 西春別工場
・ 脱脂粉乳、バター、

脱脂濃縮乳等

■よつ葉乳業（株）根釧工場
・ 脱脂粉乳、生クリーム、飲用等■雪印ﾒｸﾞﾐﾙｸ（株）磯分内工場

・ 脱脂粉乳､バター､生クリーム等

■雪印ﾒｸﾞﾐﾙｸ（株）別海工場
・ 脱脂粉乳､バター､脱脂濃縮乳等

茨城県
日立港へ

■（株）明治 本別工場
・ 生クリーム、脱脂濃縮乳等

注１：生乳概ね６万t以上の受入工場
注２：令和３年度ホクレン受託乳量

道 北
56万トン

根 釧
142万トン

十 勝
133万トン

オホーツク
62万トン

■北海道乳業（株）
・ 脱脂粉乳、全脂加糖練乳、

生クリーム、飲用等

■タカナシ乳業（株） 北海道工場
・ 脱脂粉乳、バター、チーズ、

生クリーム等

■十勝浦幌森永乳業（株）
・ 全粉乳、生クリーム等
■森永乳業(株)十勝工場
・ 飲用

1２

■よつ葉乳業（株） 十勝主管工場
・ 脱脂粉乳、バター、生クリーム、

脱脂濃縮乳、チーズ、飲用等

■森永乳業（株） 別海工場
・ 脱脂粉乳、バター、チーズ

■北海道日高乳業（株）
・ 脱脂粉乳、バター、生クリーム等

■よつ葉乳業（株） 宗谷工場
・ 全粉乳等

■森永乳業（株） 佐呂間工場
・ 脱脂粉乳、バター、

生クリーム、脱脂濃縮乳■（株）明治 旭川工場
・ 飲用等

道 央
14万トン



町内全従事者８，６００人の７３％、６，３００人に影響

卸売・小売業の３０％
運送業の８０％

製造業の７０％

サービス業・公務の２０％

農業従事者
３，０００人

第３次産業従事者の５５％

間接的な農業関係従事者
１，６００人

農業機械販売

飼肥料販売

集出荷業者

食品工業 農業機械・飼肥料

牛乳

牛肉

チーズ

バター

JA
獣医

商店・飲食店・金融・サービス業・学校・病院等

農業関連産業従事者
１，７００人

建設業の５０％

○ 酪農地帯に位置するＢ町は、生乳生産を中心に、これらを加工する飲用乳工場や乳製品工場、また、
農業機械工場、飼料・肥料工場などが立地。

○ Ｂ町の全従事者の約７割が農業と関連ある仕事に従事していると見込まれ、関税撤廃による農産物
の生産減少は、地域の経済・社会に大きな影響を与えるおそれがある。

酪農と地域の雇用・経済（例：酪農地帯Ｂ町）
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○ 令和３年(2021年)２月１日の生乳出荷戸数は5,203戸。１年間に134戸が生乳出荷を中止し（協業法人化に
よる減少分を含め）、新たに29戸が生乳出荷を開始、 その結果、令和２年２月１日と比較して105戸が減少、
減少率は1.98％となっている。

○ 近年、酪農における新規就農者数は100名/年程度で推移しているが、新規参入者数は近年20～30名程度
にとどまっている。なお、昭和45年(1970年)から令和２年(2020年)までの、酪農への新規参入は751戸で、うち
403戸（53.7％）が農場リース事業を活用。

○ 酪農生産基盤の維持・強化には、既存制度の活用にとどまらず、多様な経営継承の取組が必要。
（例：浜中町や別海町では、研修から新規就農までを支援する研修牧場を、また、宗谷・十勝・釧路・根室管

内などの酪農地帯では、研修機能を持つ大型協業法人が設置）

酪農の担い手の育成・確保

畜舎改修 乳牛導入 農業機械導入

離農者

農地利用効率化等支援交付金（国費）

農地売買支援事業

農用地取得に係る借入金利子助成
（国費事業）

①北海道農業公社が一括取得

畜舎改修

②営農開始のための条件 を整備

③新規就農者に貸し付け
（5年間リース） ④5年間リース料支払い

(減価償却費+諸経費)

・農地代金
・施設等代金（５年間の

減価償却費相当額を減額）新規就農者

農業機械導入

乳牛導入

■農場リース事業の仕組み

１4

■生乳出荷戸数の推移

■酪農における新規就農者数の推移

資料：北海道農政部調べ（各集計は各年１月～12月までの実績）

資料：北海道農政部調べ
（出荷戸数は各年２月１日現在、その他は前年２月～当年１月の移動数）

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業
（国費）

畜産・酪農収益力強化整備等特別事業（国費）

Ｈ７ Ｈ12 H17 H22 H29 H30 Ｒ１ Ｒ２ S45以降計

141 170 182 190 86 117 81 115 - 

122 108 107 91 30 54 26 34 - 

9 41 61 80 34 42 30 48 - 

10 21 14 19 22 21 25 33 751

うち農場リース 7 14 11 7 4 9 11 3 403

新規参入

区　　分

新規就農

新規学卒

Ｕターン

区分 Ｈ７ Ｈ12 H17 H22 H30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

出荷戸数 10,853 9,279 8,123 7,149 5,628 5,481 5,308 5,203

出荷停止数① 394 320 234 195 169 168 196 134

新規出荷戸数② 20 29 20 20 22 21 23 29

減少戸数（①－②） 374 291 214 175 147 147 173 105

減少率（％） 3.45% 3.14% 2.63% 2.45% 2.55% 2.61% 3.07% 1.98%

⑤5年後売り渡
し



酪農の飼養形態

○ 北海道の酪農の飼養形態は、家族経営体がおよそ95％、大規模法人などの組織経営体が５～６％と、小規
模農家が大宗を占める。

○ 経営体のうち、繋ぎ飼いが全生乳出荷戸数の60％程度を占め、フリーストールが30％程度、放牧主体が５～
10％を占める。

○ 畜産クラスター事業等を活用し、フリーストールの整備、搾乳ロボットの導入等の規模拡大の取組が進展。

飼養形態

家族経営体 組織経営体

備 考
放牧主体 繋ぎ飼い

フリーストール

うち搾乳ロボット 組織経営体

１戸（経営体）当たり
経産牛飼養頭数（※）

～約80頭/戸 ～約80頭/戸 約100頭/戸～ 約60 ～120 頭/ 戸 約250頭/戸～

搾乳ユニット自動搬送装置や自動
給餌機等により100頭程度まで可能

一台で約60頭の搾乳可能
台数増により多頭飼育も可

１頭当たり平均乳量（※） 6,000～8,000kg/年 8,000kg/年 9,000～10,000kg/年 9,500～10,000kg/年 9,000kg～/年
・経営体間の差異が大きい
・道内平均：8,943kg/頭

(Ｒ２年度)

飼養形態割合 ５～10 ％程度 60％程度 30％程度 10％程度 ５～６％程度
生乳出荷戸数計5,203 戸

（R3.2.1 ）

メリット

・牛が自ら採食するため、飼養
管理、飼料生産の省力化

・飼料給与や繁殖確認等の個
体管理が容易

・搾乳や給餌の労力が減少、
牛のストレスも軽減

・搾乳作業の実働が極めて少
なくなり、労働時間が短縮 ・出役日や勤務時間の調整に

より、休日取得や労働時間の
短縮が可能・購入飼料費の削減などによる

低コスト生産が可能
・牛１頭当たりの施設面積が小
さくて済む

・発情行動がわかりやすくなる
・搾乳回数の増加（３回/日程
度）により、乳量が増加

デメリット

・１頭当たりの乳量が他の飼養
形態と比較して少なくなる可能
性。 ・人が動くことが必要であり、搾

乳や給餌に労力がかかる

・設備投資額が大きくなる ・設備投資額が大きくなる ・設備投資額が極めて大

・搾乳施設の周辺に、まとまって
整備された放牧地が必要

・繋ぎ飼いのような個体管理が
困難（群管理）

・乳用牛をロボットに馴れさせる
ことが必要

・経営主による労務管理能力
の向上が必須

15

（５月～10月）

※ １戸（経営体）当たり経産牛飼養頭数及び１頭当たり平均乳量は目安。



H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R１ R2年度

パーラー整備戸数 83 62 42 39 49 56 44 37 32 27 31 46 42 95 89 88 58

FS整備戸数 74 45 29 32 23 35 18 25 21 17 15 29 21 49 53 40 37

パーラー保有戸数 1,293 1,339 1,357 1,374 1,400 1,438 1,456 1,458 1,463 1,468 1,478 1,497 1,500 1,519 1,561 1,587 1,590

FS保有戸数 1,417 1,458 1,510 1,497 1,512 1,542 1,555 1,560 1,559 1,558 1,560 1,567 1,563 1,576 1,610 1,640 1,641
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戸戸 フリーストール及びミルキングパーラーの整備戸数・導入戸数の推移

施設整備（フリーストール・ミルキングパーラー）の状況

16

資料：北海道農政部調べ
注１ ： 整備戸数は４～３月分で集計。２月１日現在調べのため、R2年度はR3年２月１日以降の整備数を含んでいない。
注２ ： 保有戸数は、当該年度２月１日現在の戸数

○ フリーストール・ミルキングパーラーの整備戸数は、平成27年度（2015年度）以降、畜産クラスター事業や畜産
ICT事業等の活用により増加。

畜産クラスター事業

畜産ＩＣＴ事業等
（旧楽酪事業）



H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2年度

整備戸数 10 8 9 16 4 9 7 6 14 31 32 68 72 65 51

保有戸数 103 110 118 126 127 136 138 144 150 178 191 228 299 382 430
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（戸）（戸） 搾乳ロボットの整備戸数・導入戸数の推移

畜産ＩＣＴ事業等
（旧楽酪事業）

○ 労働力不足への対応などから、省力化機械の導入が進んでおり、搾乳ロボットについては、平成９年(1997
年)に道内で初めて整備されて以降、毎年10戸程度で整備。

○ 平成27年度(2015年度)以降、畜産クラスター事業等の活用により搾乳ロボットの整備が加速化。１戸で複数
台を保有する酪農家も増加しており、令和３年(2021年)２月現在、430戸で搾乳ロボットが稼働している。

施設整備（搾乳ロボット）の状況
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資料：北海道農政部調べ
注： 令和３年2月1日現在

430（戸）
稼働台数930台

資料：北海道農政部調べ
注1：整備戸数は４～３月分で集計。２月１日現在調べのため、 R2年度は３年２月１日以降の整備数を含んでいない。
注2：保有戸数は、当該年度２月１日現在の戸数。

注２）

畜産クラスター事業

8

104

153

69

44

52 ～50頭

50～99頭

100～149

頭
150～199

頭

経営規模別の搾乳ロボット保有農家戸数

注１）
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所得（円）

全算入生産費（円） 北海道における生乳生産費と所得の推移（搾乳牛1頭当たり）

○ 牛乳生産費（搾乳牛1頭当たりの全算入生産費）は、近年、飼料費や初任牛価格の上昇により、令和２年（2020
年）は、前年度比29,630円増の779,887円。

○ 所得は前年度比21,677円減の246,178円。
○ 費用（生乳100kg当たり、8,959円）のうち、飼料費（3,697円）をはじめ、乳牛償却費、農機具費など物財費で

83％を占める。

牛乳の生産コスト

資料：農林水産省「畜産物生産費統計」
注１ ：飼料費について、H７年度から算定方法が変更されている。（自給牧草生産に係る労働等が、関係費目

から分離され、労働費に含まれることとなった）
注２：調査期間について、平成30年度までは４月から翌年３月までとしていたが、令和元年からは１月から12月に変

更となった。
注３：所得については、「畜産物生産費統計」を参考に、畜産振興課で算出。 18

うち
飼料費

H７年度 H12年度 H17年度 H22年度 H27年度 H30年度 R元年 Ｒ２年
全算入生産費 508,347 556,789 595,232 646,478 636,705 723,629 750,257 779,887
　うち飼料費 196,186 223,178 256,252 295,997 335,074 348,342 357,953 367,148
所得 243,096 216,260 167,667 128,028 291,301 268,726 267,855 246,178

物財費, 

7,422円, 
83%

費用合計 8,959円
飼料費, 3,697 円, 

41%

乳牛償却費, 1,942 円, 
22%

農機具費, 412 円,
5%

光熱水料及び動力

費, 248円, 3%

その他, 1,123円, 
12%

労働費, 1,537円, 

17%

令和２年牛乳生産費（生乳100kg当たり）の内訳

（乳脂肪分3.5％換算乳量）



区分
平成

30年度
実績

令和
元年度
実績

令和
２年度
実績

令和

３年度
予算

令和

４年度
予算

加工原料乳生産者補給金（百万円） 33,563 34,986 35,802 37,481 37,481

補給金単価（円/kg） 8.23 8.31 8.31 8.26 8.26

集送乳調整金（円/kg） 2.43 2.49 2.54 2.59 2.59

交付対象数量（万ｔ） 340 ３40 345 345 345

認定数量（北海道）（万ｔ） 288 297 303 － －

■ 加工原料乳生産者補給金制度（令和４年度（2022年度)予算：374億8,100万円）
○ 平成30年(2018年)４月、畜産物の需給の安定等を通じた畜産経営の安定等を図ることを目的に、暫定措置法

を廃止し恒久法として畜安法を改正、指定団体に出荷している酪農家以外の酪農家にも生産者補給金を交付。
○ １又は２以上の都道府県の区域内について、あまねく集乳を行うことが確実と認められる事業者を指定し、

集送乳が確実に行えるよう指定事業者に対して集送乳調整金を交付。
○ 令和４年度(2022年度)の交付対象数量345万トン、補給金単価8.26円/kg、集送乳調整金2.59円/kgに設定。
■ 加工原料乳生産者経営安定対策事業
○ 加工原料乳の取引価格が補塡基準価格（過去３年間の取引価格の平均）を下回った場合に、生産者に

補塡金（低落分の８割）を交付する事業。

酪農の経営安定対策

■加工原料乳生産者補給金制度
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補給金単価（R４：8.26円/kg）
集送乳調整金（R４：2.59円/kg）
交付対象数量 （R４：345万ｔ）

※１ 平成31年4月以降のホクレン用途別原料乳価格
・ バター・脱脂粉乳等向け：75.46円/㎏
・ チーズ向け：73.00円/㎏
・ 生クリーム等向け：80.65円/㎏（平均）

※２ Ｈ30．4から補給金と分離して、別々に算定

加
工
原
料
乳
向
け
乳
価

（
生
ク
リ
ー
ム
等
向
け
）

加
工
原
料
乳
向
け
乳
価

（
チ
ー
ズ
向
け
）

加
工
原
料
乳
向
け
乳
価

（
バ
タ
ー
・
脱
脂
粉
乳
等
向
け
）

補給金

生
産
者
の
手
取
り

乳業者の
支払分

(買取価格)
※１

政府からの
交付分

集送乳調整金

（平成29年度追加） （平成26年度追加）

※２



補給金制度の歴史
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△乳業
効率的な集送乳ライン

酪農家○乳業

△乳業

○乳業
集送乳ラインが錯綜

【③-（２） 日々の配乳調整】

指 定 団 体

広域調整に
より配乳

注文が入ったから今日は

いつもより多く欲しいけど、生
乳がない。

生乳廃棄

△乳業 ○乳業

酪農家Ａ 酪農家
Ｂ

【① 乳業メーカーとの乳価交渉の代行】

指 定 団 体

乳業メーカー

酪農家Ａ 酪農家Ｂ
酪農家Ｃ

牛乳向けの生乳需給（都府県）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

需要期には、生乳が不足
→ 他地域から移送

不需要期には、生乳が過剰 → 乳製品の製造を通じた需給調整

生乳生産量

牛乳向け処理量

○ 指定団体の役割
地域の酪農家を代表して、
① 乳業メーカーとの乳価交渉の代行
② 低コストでの集送乳 （農家から生乳を集め、工場に送る）

③ 需給変動に応じた適正な販売の実現
日々欠かせず保存が効かない飲用牛乳（高い乳価）へ優先的に仕向けつつ、残

りの乳（余乳）を捨てることなく乳製品用途（低い乳価）へ確実に販売。これらを合
算し、結果的に地域におけるプール乳価が決定。このプール乳価を基本に、酪農
家ごとの乳成分による加算などをしたうえで各戸へ乳代を支払い

（１）飲用牛乳の需要期に不足分を他地域から移送し、不需要期に過剰な生乳で乳
製品を製造する飲用牛乳と乳製品の調整

（２）天候による消費変動や、取引先の稼働中止などによる日々の配乳調整

【③-（１） 飲用牛乳と乳製品の調整】

【② 低コストでの集送乳】

○ 生乳生産の特性

・ 毎日生産
（子牛を出産後、毎日搾乳しないと乳房炎になる）

・ 腐敗しやすく貯蔵性がない液体
（留めるための施設が必要、輸送コストが高い）

・ 季節などにより需給が変動
（牛乳の需要は夏が多く冬が少ない。一方、牛の乳
量は夏が少なく冬が多いなど）

・ 消費地から遠隔の零細な生産者が多い

生乳生産の特性と指定団体の役割
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停電で生乳を
受け取れない！



酪
農
家

乳業
メーカー

農
協
・
酪
農
協
・
事
業
協
同
組
合
等

第１号
対象事業者

（指定団体、生乳販
売業者等）

指定事業者
（１又は２以上の
都道府県の区域で
集乳を拒否しない

事業者）

農
協
連
・
酪
連
等

○ 対象事業者（第１～３号）は、毎年度、生乳又は乳製品の年間販売計画を作成して農林水産大臣
に提出し、基準を満たしていると認められれば、加工に仕向けた量に応じて生産者補給金等が交付（交付
対象数量が上限）。

○ 第１号対象事業者のうち、集乳を拒否しない等の要件を満たす事業者は「指定事業者」として指定さ
れ、加工に仕向けた量に応じて集送乳調整金が交付。

第２号対象事業者＝乳業に直接生乳を販売する酪農家

第３号対象事業者＝乳製品の加工販売を行う酪農家

第１号対象事業者＝生乳を集めて乳業に販売する事業者

消費者

改正畜産経営安定法における生乳流通（イメージ）
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令和４年度の各事業者の交付対象数量

23

事業者名 交付対象数量
ホクレン農業協同組合連合会 3,112,174.0 トン

サツラク農業協同組合 5,796.0 トン

カネカ食品株式会社 977.6 トン

富士乳業株式会社 6,027.8 トン

株式会社MMJ 1,543.9 トン

東北生乳販売農業協同組合連合会 72,874.4 トン

関東生乳販売農業協同組合連合会 114,824.7 トン

北陸酪農業協同組合連合会 3,500.4 トン

東海酪農業協同組合連合会 14,191.2 トン

近畿生乳販売農業協同組合連合会 650.2 トン

中国生乳販売農業協同組合連合会 13,679.5 トン

四国生乳販売農業協同組合連合会 3,424.0 トン

九州生乳販売農業協同組合連合会 95,459.5 トン

沖縄県酪農農業協同組合 65.7 トン

第1号対象事業者・・・14事業者 合計 3,445,188.9 トン

第2号対象事業者・・・ 21事業者 合計 3,113.6 トン

第3号対象事業者・・・ 30事業者 合計 1,697.5 トン （令和4年4月1日時点）

○ 63事業者（第2号対象事業者、第3号対象事業者の重複を除く）に対し、令和４年度の交付対象数量を
合計 3,450,000.0トン配分。



北海道とＥＵの比較

永年採草
・放牧地

経産牛頭数 酪農家戸数
１頭当たり

乳量
戸当たり

経産牛頭数
頭当たり

面積
生乳

生産量
(万ha) （千頭） （千戸） （ｋｇ） （頭） （ha/頭） （万ｔ）

EU28 6,611 23,359 610 6,817 38.3 2.8 15,924
（主要10か国） 67% 72% 48% 0
　ドイツ 465 4,296 76 7,541 56.5 1.1 3,240
　フランス 944 3,695 69 6,978 53.6 2.6 2,578
　イギリス 1,095 1,883 14 8,022 134.5 5.8 1,511
　イタリア 404 1,831 32 5,623 57.2 2.2 1,030
　オランダ 77 1,572 18 7,868 87.3 0.5 1,237
　アイルランド 336 1,128 19 5,176 59.4 3.0 584
　スペイン 939 876 18 6,978 48.7 10.7 611
　デンマーク 19 547 4 9,524 136.8 0.3 521
　オーストリア 130 534 35 6,586 15.3 2.4 352
　スウェーデン 44 344 5 8,526 68.8 1.3 293
（その他） 2,158 6,653 320 － 20.8 3.2 －
主に2014年値 FAOSTAT 農水省調べ

日本 97.5 871 17 8,511 51.2 1.1 741
　北海道 59.5 471 6.5 8,382 72.6 1.3 395
主に2015年値

耕地及び
作付面積統計

畜産統計等 ＊経産牛当たりなので参考値

＊　統計が異なるため単純比較は注意する必要
24



牛乳乳製品の輸入制度
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バター・脱脂粉乳の輸入制度

26

（注）バター

35％：沖縄還元利用等
脱脂粉乳

無税：学校給食用
25％：沖縄還元利用等（無糖）
35％：沖縄還元利用等（加糖）



バター・脱脂粉乳の輸入量（製品重量）

27

（単位：トン、百万円、円/kg）

出典：財務省「貿易統計」、「経済連携協定別時系列表」

（注１）イギリスは令和2年2月1日にEUを離脱したが、数値の連続性を保つため、
表中ではEUに含めて集計している。

（注２）「- 」：輸入実績なし
「 0 」：0.5トン、0.5百万円未満の実績あり



プロセスチーズ原料用チーズの関税割当（抱合せ）制度
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（単位：トン、百万円、円/kg）

ホエイ・チーズの輸入量（製品重量）

29

出典：財務省「貿易統計」

（注１）イギリスは令和2年2月1日にEUを離脱したが、数値の
※ホエイのタリフラインについては、平成30年12月30日より、以下の通り一部改正がなされた。

平成30年12月29日まで → 平成30年12月30日から
連続性を保つため、表中ではEUに含めて集計している。 0404.10-129 → 0404.10-125, -126, -127, -128

（注２）「- 」：輸入実績なし 0404.10-139 → 0404.10-135, -136, -137, -138
「 0 」：0.5トン、0.5百万円未満の実績あり 0404.10-149 → 0404.10-145, -146, -147, -148

0404.10-169 → 0404.10-165, -166, -167, -168

0404.10-179 → 0404.10-175, -176, -177, -178
0404.10-189 → 0404.10-185, -186, -187, -188



○ チーズの輸入量は、景気の落ち込み等により減少した年もあるものの、総じて、右肩上がりで伸びてきて
いる。

○ チーズの国内生産量も、おおむね増加傾向で推移。平成22年度に過去最高の４万６千トンとなったもの
の、生乳生産の減少等に伴い、やや減少。

○ 我が国のチーズ消費量は、他国の水準と比べれば依然として低い水準にあることから、今後も堅調な伸
びが見込まれる。

輸入計（令和3年度）
286千トン
（86％）

（千トン）

【参考】
国別１人当たり消費量

（平成27年）

2.2
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我が国のチーズ消費量
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道内のチーズ生産施設数

31

１５８施設（Ｒ3年度末現在）

　　　　うち　①　乳業会社（年間生乳処理量1,000㌧以上）　　　　　18施設

　　　　　　　②　手づくり工房（年間生乳処理量1,000㌧未満）　 　128施設

　　　うち 　農家工房　　　　68施設

　　　　　　 専門工房　　　　48施設

　　　　　　 ３セク等　　　　12施設

　　　　　　　③　学校等　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　12施設

○　道内のナチュラルチーズ生産施設数の推移
Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元 R２ R3
（2008） （2009） （2010） （2011） （2012） （2013） （2014） （2015） （2016） （2017） （2018） （2019） （2020） （2021）

9 7 8 6 5 11 8 8 5 3 7 7 3 4

1 2 2 3 3 2 1 0 4 0 3 4 1 4

105 110 116 119 121 130 137 145 146 149 153 156 158 158

※　「酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律」に基づく承認数。
　　廃止数に休止の施設は含まない。

道内のナチュラルチーズ生産施設数

　◆　道内のナチュラルチーズ生産施設数　

新設数

廃止数

施設数

年度



日ＥＵ・ＥＰＡの大枠合意内容（チーズ）
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日ＥＵ・ＥＰＡの大枠合意内容（脱脂粉乳・バター）
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日ＥＵ・ＥＰＡの大枠合意内容（ホエイ）
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主要品目の国・地域別輸出実績（2021年）
資料：財務省「貿易統計」

日本産牛乳・乳製品の
輸出実績

2030年輸出目標 720億円
（2025年輸出目標：328億円）

○ 増頭奨励事業等の活用による生乳生産量の維持・拡大

（2030年度に生乳生産量780万トン）

○ 輸出先国が求める条件に対応した輸出施設の整備

○ 生産者・乳業者・輸出事業者が生産から輸出まで

一貫して輸出促進を図る「コンソーシアム」を産地で

構築

○ 輸出可能国・地域

ベトナム、香港、台湾、 シンガポール、韓国、タイ、米国、

カナダ、ＥＵ、中国（第21類（アイスクリームその他氷菓）のみ） 等

○ 輸出解禁協議中の国
中国（第4類（酪農品）、第19類（ミルクの調製品））

対前年比
（2021年）
109.8％

総額
56.0億円

対前年同期比
（2022年１-６月）

120.0％

輸出拡大実行戦略に定める主な取組

12.3

2.5

2.0
0.6

ＬＬ牛乳等

香港

シンガポール

台湾

タイ

その他

総額
17.7億円 12.2

12.0

15.9

育児用粉乳

ベトナム

香港

台湾

その他

総額
132.7億円

92.6

10.5

3.6

1.9

0.7

3.3

チーズ

台湾

香港

ベトナム

タイ

その他

総額
20.2億円

11.2

10.1

8.9
7.0

5.6

2.1
2.6

2.7

5.9

アイスクリームその他氷菓
香港

中華人民共和国

台湾

アメリカ合衆国

シンガポール

マレーシア

カナダ

オーストラリア

その他

0
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200

250

（億円）
300

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
1-6月

資料：財務省「貿易統計」

LL牛乳等
育児用粉乳
チーズ
アイスクリームその他氷菓
その他

222.1

27.3
36.6

67.8
95.7

125.6
143.9 153.1

184.4

243.9

140.3

牛乳乳製品の輸出
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○ 牧草作付面積は、近年減少傾向で推移し、令和３年(2021年）は529,700haと前年から700ha減。
○ 牧草の単位当たり収量は、3,150kg/10a（前年比 98.4％）、収穫量は16,973千トン（前年比 98.3％）
○ 飼料用とうもろこしの作付面積は、近年増加傾向で推移し、令和３年（2021年）は58,000ｈａと前年から

600ha増。
○ 飼料用とうもろこしの単位当たり収量は5,470kg/10a（前年比 101.3％）、収穫量は3,173千トン（前年比102.4%）。

飼料作物生産の状況

資料：農林水産省「作物統計」 36

H2 ７ 12 17 22 27 29 30 R1 2 3年

作付面積(ha) 569,10 583,70 576,30 567,50 553,50 540,50 535,00 533,60 532,80 530,40 529,70

収穫量(千t) 20,675 20,712 20,556 19,515 18,376 18,053 17,869 17,289 17,423 16,973 16,686

単収(t/ha) 36.3 35.5 35.7 34.4 33.2 33.4 33.4 32.4 32.7 32.0 31.5
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千

H2 ７ 12 17 22 27 28 29 30 R1 2 3年

作付面積(ha) 42,00 37,60 36,90 35,60 46,70 51,30 53,00 55,10 55,50 56,30 57,40 58,00

単収(t/ha) 53.6 53.7 54.5 54.1 52.2 56.1 47.2 54.5 48.6 55.3 54.0 54.7

収穫量(千t) 2,253 2,019 2,011 1,925 2,428 2,878 2,502 3,003 2,697 3,113 3,100 3,173
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○ 北海道の大家畜における飼料自給率は、ほぼ横ばいで推移しており、令和元年度（2019年）は51.5％。
○ 北海道の恵まれた土地基盤を最大限に活かすため、道内草地の植生改善や計画的な草地整備、サイレージ

用とうもろこしの作付拡大等の自給飼料の増産対策を推進。
○ 良質飼料の安定的な確保や草地基盤の効率的活用を図る上で、地域の大きな役割を担う飼料生産支援組織

（ＴＭＲセンター、コントラクター）を活用。

自給飼料の増産対策

北海道飼料自給率向上戦略会議
（事務局：北海道）

連
携

連 携

北海道自給飼料改善協議会

【構成団体】
ＪＡ北海道中央会、ホクレン、北海道農業
公社、雪印種苗、北海道酪農畜産協会、
北海道

【活 動】
①自給飼料に係る情報交換及び連携
②自給飼料基盤改善への取組の普及啓発
③自給飼料基盤改善に向けた調査及び支援

指導
④自給飼料基盤改善のための草地更新
⑤自給飼料基盤改善及び飼料自給率向上

に向けた提言
⑥その他自給飼料基盤改善のために必要

な事項

幹事会

JA北海道中央会
ホクレン
北海道農業公社
雪印種苗

北海道酪農畜産
協会
北海道

北海道立
総合研究機構

生
産
者

連
携

植生改善推進会議
(振興局)

支
援

地域の取組

連携

■草地の植生改善推進フロー図

■ＴＭＲセンター組織数等の推移

区 分 H17年度 23 27 30 R1 2

組織数 15 45 65 80 83 86

構成員戸数 137 461 654 728 723 745

供給戸数 － － 693 786 770 788

給与頭数 11,566 39,597 75,573 106,844 115,174 124,102

資料：北海道農政部調べ。

区 分 H17年度 22 27 30 R1 2

組織数 159 164 162 154 148 147

飼料収穫
作業組織数

104 126 98 149 142 140

飼料収穫
受託実戸数

2,276 2,494 3,166 4,011 4,074 4,132

飼料収穫
延べ面積

85,155 114,433 113,282 172,327 186,231 194,095

草地更新
面積

3,956 1,375 2,208 3,832 3,261 33,108

■コントラクター組織数等の推移

資料：北海道農政部調べ
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市町
村・Ｊ
Ａ・
普及セ
ンター

支援

■北海道における飼料自給率の推移（ＴＤＮベース）

区 分 Ｈ17年度 22 27 29 30 R1

乳用牛 64.6 64.0 65.6 62.4 61.2 61.0

肉用牛 25.5 24.2 26.0 24.4 25.0 24.1

大家畜 計 56.0 53.7 55.3 52.5 52.1 51.5

資料：北海道農政部調べ

（単位：、組織、戸、頭）（単位：％）

（単位：、組織、戸、ha）



○ 配合飼料は、原料である穀物のほとんどを海外から輸入しており、原料の国際市況、為替相場、海上運賃な
どの影響により価格は変動するが、とうもろこしの輸入価格の上昇等により令和３年（2021年）７月以降、８万円
台を超える価格に上昇し、令和４年（2022年）３月は83,202円／トン。

○ 急激な配合飼料価格の上昇の影響を緩和するため、配合飼料価格安定制度が設けられており、令和２年度
（2020年度）第４四半期（１－３月）以降、通常補填の発動が続いており、令和３年度(2021年度）第1四半期（４－
６月）には、８年ぶりに異常補填が発動し、第４四半期（１－３月）まで継続して発動。

○ 北海道における配合飼料の生産量は近年微増傾向で推移。

５ 配合飼料の状況
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■ 配合飼料価格安定制度における平均輸入原料価格の補塡額の推移

■ 北海道における配合飼料の生産量の推移

区分 四半期 月期
平均輸入

原料価格
通常補塡額 異常補塡額

R2年度

１ ４－ ６ 27,655 0 0

２ ７－ ９ 25,349 0 0

３ １０－１２ 25,078 0 0

４ １ ― ３ 29,669 3,300 0

3年度

１ ４－ ６ 36,835 3,999 5,901

２ ７－ ９ 41,353 4,934 7,266

３ １０－１２ 41,520 4,372 4,128

４ １ ― ３ 42,665 3,451 1,749

（単位：円/ﾄﾝ）

資料：農林水産省公表資料資料：農林水産省「飼料月報」

■ 配合飼料工場渡し価格の推移（全国）

資料：農林水産省公表資料資料：農林水産省「飼料月報」

H7 12 17 22 27 29 30 R1 2 3年度

生産量 2,906 2,868 3,038 3,320 3,376 3,470 3,487 3,609 3,663 3,743
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千（ｔ）
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（円/t）
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【補填額：円/ﾄﾝ】

補填額 平均輸入原料価格

【平均輸入原料：円／トン】



○ 国は、令和２年(2020年）４月に「家畜排せつ物の利用の促進を図るための基本方針」を公表。
道では、令和３年(2021年）３月に 「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」（平成11年

（1999年））に基づく「北海道家畜排せつ物利用促進計画」を策定。
○ 道・（総合）振興局・市町村の各段階に設置された「家畜排せつ物管理適正化指導チーム」により、関係者が連

携を図りながら家畜排せつ物の適正な管理の指導等を実施するとともに、良質な堆肥・液肥の生産と適切な施用
等の取組を推進。

畜産環境

区分 乳用牛 肉用牛 豚 鶏 馬 計（千ｔ）

ふん 9,905 3,577 582 532 274 14,870

尿 2,987 1,364 1,076 － 60 5,487

計 12,892 4,941 1,658 532 334 20,357

割合(％) 63.3 24.3 8.1 2.6 1.7 100.0

施 設 数 100施設 （R3年3月末現在）

ガス利用形態 発電74 （うち売電実績68)、熱利用85 ※重複62

区分 悪臭 水質 害虫 野積み その他 計

H29年 10 14 1 6 7 33

30 8 12 - 3 6 28

R1年 11 10 - 4 9 29

２ 6 11 - 5 6 25

３ 8 9 - 5 11 32

○ R３年（2021年）の家畜排せつ物の発生量は、約2,036万トンと推計され、全体の
９割が牛の排せつ物。

○ 家畜排せつ物の処理・利用としては、堆肥が61％、スラリーが22％。
○ 家畜排せつ物のほとんどが、堆肥・液肥として農地に還元。67％が経営内用、

30％が耕種農家等への経営外利用、その他3％が浄化処理等。

■家畜排せつ物の発生・管理

○ 家畜排せつ物を利用したバイオマスプラントは、100施設が導入され、発生する
バイオガスを熱及び電気エネルギーに利用。

○ R２年（2020年）の苦情発生件数は25件。水質・悪臭に関することが多い。

■畜産経営に起因する苦情発生

○ H15年（2003年）８月に、道、（総合）振興局、市町村の各段階に、「畜産環境整
備緊急指導チーム」 を設置し、家畜排せつ物法の管理基準が適用されるまでの
施設整備の促進や個別農家指導を実施。

○ 家畜排せつ物法の完全施行（H16年（2004年）11月）に伴い、前記の緊急指導
チームに代わり、「家畜排せつ物管理適正化指導チーム」を新たに設置し、管理
の適正化を推進。

■指導体制
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資料：道畜産振興課調べ（前年７月～当年６月）
「計」は実数のため内訳の合計とは一致しない

■家畜排せつ物利用のバイオマスプラント

区分 巡回調査
うち指導・助言 うち勧告

H24年度 882 0 0

25 741 0 0

26 779 0 0

27 476 0 0

28 519 0 0

29 470 0 0

30 481 0 0

R１年度 549 0 0

２ 364 0 0

３ 580 0 0



事業名 家畜
平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 道内

最終発生
年検査頭数 患畜 検査頭数 患畜 検査頭数 患畜 検査頭数 患畜 検査頭数 患畜 検査頭数 患畜

ブルセラ症 牛 86,460 0 92,053 0 7,210 0 3,417 0 3,115 0 331 0 昭和46年

結核 牛 86,076 0 86,557 0 7,109 0 3,325 0 3,036 0 255 0 平成７年

ヨーネ病 牛 227,079 518 281,491 713 269,824 682 301,581 942 322,273 722 341,590 845 令和３年

伝達性海綿状脳症 牛 37,589 0 36,540 0 38,700 0 17,275 0 10,924 0 10,292 0 平成21年

高病原性
鳥インフルエンザ

家きん 4,090 1＊ 4,431 0 4,030 0 3,980 0 4,030 0＊＊ 3,943 0
令和４年

***

腐蛆病 蜜蜂 32,614 0 31,862 1 32,105 0 32,885 0 30,981 0 31,167 0 平成29年

■ 検査頭数及び患畜発生頭数（家きんは羽数、蜜蜂は群数）

家畜衛生対策の推進
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牛のヨーネ病の年次別発生頭数

全 国 北海道
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■ 道内の家畜伝染病の発生状況

主要な家畜伝染病について清浄化が進んでいるが、牛のヨーネ病は継続して

発生。R４年４、５月に高病原性鳥インフルエンザが４事例発生。

■ 発生予防、予察を目的としたサーベイランス

○ 24か月齢以上の乳用及び肉用繁殖牛を対象としたヨーネ病検査

(５年間で道内を一巡)

○ 牛のブルセラ症及び結核の清浄性維持確認サーベイランスとして、種雄牛や

輸入牛を対象とした検査（令和３年度(2021年度)から）。

○ 高病原性及び低病原性鳥インフルエンザ、牛伝達性海綿状脳症(BSE)、

腐蛆病等について、関係法令等に基づき検査

■ まん延防止を目的とした発生農場対策

【ヨーネ病】北海道ヨーネ病防疫対策実施要領に基づく同居牛の検査等の措置
年次

＊H28.12、同居する鶏283,952羽を疑似患畜として殺処分
＊＊R3.1.21、千葉県の発生農場の疫学関連として、アイガモのヒナ637羽を疑似患畜として殺処分
＊＊＊R4.4～5、4事例の高病原性鳥インフルエンザが発生。鶏518,811羽、エミュー585羽を疑似患畜として殺処分



第８次北海道酪農・肉用牛生産近代化計画のポイント
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現行の第７次計画で目標として定める「産基盤の強化」と「収益力の向上」をベースに、令和12年度(2030年度)を目標年度とする第８次計画では、
本道の酪農・肉用牛経営が外的要因にも影響されにくい「経営体質の強化」を図るとともに、関連業界と連携し「生産体制の強化」や 「需要の創
出」を進めることで、足腰が強く、将来にわたり地域経済・社会の活性化にも貢献できる強固な産業となることを目指す。

経営体質の強化 ～外的要因にも影響されにくい経営～

生産基盤の強化

○ 家族経営体の経営力の強化と協業法人の推進
○ 畜産クラスター事業等の効果的な活用
○ 施設整備のコスト低減

収益力の向上

○ ベストパフォーマンスの実現
○ スマート農業技術の活用
○ 経営管理能力の向上
○ 放牧酪農の推進
○ 性判別精液や和牛精液等の効果的な活用
○ 乳牛改良の推進

○ 肉用牛経営と酪農経営の連携
○ 一貫経営の推進
○ 和牛の生産拡大

○ 多様な肉用牛経営の育成
○ 飼養管理技術の向上
○ 肉用牛の改良の加速化

生産基盤の強化

収益力の向上

生産体制の強化 ～生産・製造・販売が一体となった生産～

○ 営農支援組織の活用
○ 営農支援組織の機能強化

労働負担の軽減

多様な人材の育成・確保

○ 次世代につながる人材の育成・確保
○ 経営資源の継承

酪
農
経
営

肉
用
牛
経
営

地
域
連
携
・
持
続
的
発
展

畜産環境対策及び家畜衛生対策の充実・強
化

○ 生乳の安定的な生産

○ 食の安全と消費者の信頼確
保

需要の創出 ～出口を見据えた生産～

○ 災害等に強い酪農・畜産の確立

○ ブランド力の向上

○ 輸出の推進

・生産資材の適切な利用
ＧＡＰやＨＡＣＣＰの考えに基づき、生産段階でのポジティブリスト制度

に対応した農薬や動物用医薬品等の適正使用の徹底、生産履歴の記帳・保
管、搾乳機器の適正使用、抗菌剤の適切な選択と慎重な使用

・衛生管理の充実・強化
各種法令の遵守や衛生管理の高度化、事故発生時の的確な対処などの危機

管理体制の構築
・消費者への理解醸成

生産現場や畜産物の「見える化」等による理解醸成、観光産業や小売業、
飲食業等と連携し情報発信

・指定事業者などの関係者と緊密な連絡調整による適切な配乳調整
・製造施設の整備や需要創出による消費者ニーズに即した高品質な牛乳乳製品

の安定的な供給

・災害時における営農活動の継続に向けた対策
・需要の確保に向けた関係者における不断の緊密な連携
・都府県への効率的かつ安定的な農畜産物等の輸送

・牛乳乳製品や牛肉のＰＲ、各種登録・認証制度等
によるブランド化や差別化

・特に旺盛な需要が見込まれるアジア等への輸出環境の整備

・地域営農支援システムの充実等による計画的かつ高品質な生
乳の安定的な生産

飼料基盤のフル活用

○ 自給飼料の生産・利用拡大
○ 草地の植生改善 等
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生乳の生産数量及び乳牛の飼養頭数の目標

飼料の自給率の向上

肉用牛の飼養頭数の目標

区分
総 頭 数

（頭）
成 牛 頭 数

（頭）
経産牛頭数

（頭）

経産牛1頭当たり
年間搾乳量

（kg）

生乳生産量
（千ｔ）

現在
（平成30年度） 801,000 502,100 464,000 8,568 3,970

目標
（令和12年度） 837,000 525,000 490,000 9,000 4,400

区分

肉用牛

総頭数

（頭）

肉専用種 乳用種等

繁殖雌牛 肥育牛 その他 計 乳用種 交雑種 計

現在
（平成30年度） 512,800 75,600 53,600 59,500 188,700 182,700 141,400 324,100

目標
（令和12年度） 552,000 80,800 54,200 63,700 198,700 192,100 161,200 353,300

区分 現在（平成30年度） 目標（令和12年度）

飼料自給率（％）

乳用牛 61 71

肉用牛 20 30

牛合計 52 62

飼料作物の作付延べ面積（ha） 589,100 589,100

区分
①飼養農家戸数

（戸）

乳牛頭数 １戸当たり平均飼養頭数
②／①

（頭）
②総頭数

（頭）
うち成牛頭数

（頭）

現在
（平成30年度） 5,970 801,000 502,000 134.2

目標
（令和12年度） 5,010 837,000 525,000 167.1

乳牛の飼養規模拡大に関する事項
肉用牛の飼養規模拡大に関する事項

○ 一貫経営への移行や繁殖雌牛の増頭、和牛受精卵及び黒毛和種精液を活用した乳牛
からの交雑種生産等を見込み設定。

○ 飼養管理技術の向上、地域の飼料資源等の活用や品種特性を活かした肉用牛生産の
推進、生産技術の改善等による道内肥育仕向け率の向上などに重点をおいた取組を推進。

○ 営農支援組織の強化や畜産クラスター事業等を活用した規模拡大、組織経営体の
育成、ICTやIoT技術を活用した省力化に対する支援を実施。

○ 牛群検定情報等の活用による適切な飼養・繁殖管理、性判別精液の活用等により、 必
要な乳牛頭数の確保を図る。

○ 生乳の生産量の目標については、経産牛頭数の維持と経産牛１頭当たり乳量の増加を
見込み設定。

○ 乳牛の飼養頭数の目標については、目標年度における酪農家戸数や経営規模の拡大
を見込み設定。

○ 植生改善への取組を推進し、牧草の単収を3,240㎏／10aから3,500㎏／10aへ増加。
○ サイレージ用とうもろこしの作付面積を55,500haから65,500haに拡大。
○ イアコーンサイレージなどの自給濃厚飼料等の生産・利用の拡大を推進。
○ ビートパルプなど食品製造副産物の生産状況を把握し、飼料への利用の取組を推進。

区分
飼養農家

戸数
（戸）

肉用牛飼養頭数（頭）

総数 肉専用種 乳用種等

肉専用種
繁殖経営

現在（平成30年度） 1,710 97,900 97,900

目標（令和12年度） 1,560 106,400 106,400

肉専用種
肥育経営

現在（平成30年度） 58 24,900 24,900

目標（令和12年度） 50 25,100 25,100

肉専用種
一貫経営

現在（平成30年度） 341 65,900 65,900

目標（令和12年度） 350 67,200 67,200

乳用種・交雑種
育成経営

現在（平成30年度） 203 82,800 82,800

目標（令和12年度） 150 90,300 90,300

乳用種・交雑種
肥育経営

現在（平成30年度） 91 117,200 117,200

目標（令和12年度） 130 127,800 127,800

乳用種・交雑種
一貫経営

現在（平成30年度） 133 124,100 124,100

目標（令和12年度） 160 135,200 135,200

合計
現在（平成30年度） 2,536 512,800 188,700 324,100

目標（令和12年度） 2,400 552,000 198,700 353,300
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ご静聴ありがとうございました！


